
 

戸田市個人情報の保護に関する法律施行細則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。)、個人情報の保護に関する法律施行令(平成１５年政令

第５０７号。以下「令」という。)、個人情報の保護に関する法律施行規則(平

成２８年個人情報保護委員会規則第３号。以下「施行規則」という。)及び

戸田市個人情報の保護に関する法律施行条例(令和４年条例第２８号。以下

「条例」という。)を施行するために必要な事項を定めるものとする。 

 （電磁的記録に係る開示の方法） 

第２条 法第８７条の行政機関等が定める電磁的記録に係る開示の方法は、次

の各号に掲げる方法とする。ただし、当該各号に定める方法により開示する

ことができないときは、市長が適当と認める方法により行うことができる。 

(1) 当該電磁的記録を日本産業規格Ａ列３番以内の大きさの用紙に出力し

たものの閲覧若しくは交付又は当該出力したものの内容を情報として記

録した光ディスクの交付 

(2) 録音テープ、ビデオテープその他音声又は映像が記録された電磁的記

録を専用機器により再生したものの視聴又は複製したものの交付 

 (写し等の交付等に要する費用) 

第３条 条例第４条第２項の規定による保有個人情報が記録されている地方公

共団体等行政文書の写し若しくは複製の作成又はこれらの送付に要する費

用は、別表第１のとおりとする。 

2 前項の費用は、前納とする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認め

るときは、この限りでない。 

（写し等の送付に要する費用の納付の方法） 

第４条 令第２８条第４項の規則で定める方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 郵便切手を提出する方法 

(2) 現金により納付する方法 

(3) 前２号の他市長が適当と認める方法 

 （文書の様式） 

第５条 法、令及び施行規則の施行のために必要な文書の様式は、別に定める

もののほか、別表第２に掲げるところによるものとする。 

   附 則 



 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表第１(第３条関係) 

文書又は図画 

区分 金額 

１ 日本産業規格Ａ列３番以内の白

黒コピー 

１枚 １０円 

２ 日本産業規格Ａ列３番を超える

大きさの白黒コピー 

１枚 ３０円 

３ 日本産業規格Ａ列３番以内のカ

ラーコピー 

１枚 ５０円 

４ 日本産業規格Ａ列３番を超える

大きさのカラーコピー 

実費相当額 

５ 業務委託により外部に複写等を

委託するもの 

実費相当額 

６ 文書又は図画（以下「文書等」と

いう。）を用紙に複写したものの内

容を情報として記録した光ディス

ク（４．７ギガバイト以下のもの）

次に掲げる額を合算した額 

(1) 当該複写した文書等１枚につ

き１から４までに定める複写の

区分に応じて定める金額を乗じ

て得た額 

(2) 光 デ ィ ス ク １ 枚 に つ き 

１００円 

７ 文書等を用紙に複写したものの

内容を情報として記録した光ディ

スク（４.７ギガバイトを超えるも

の） 

次に掲げる額を合算した額 

(1) 当該複写した文書等１枚につ

き１から４までに定める複写の

区分に応じて定める金額を乗じ

て得た額 

(2) 光ディスク１枚につき実費相

当額 

８ 写し等の送付に要する費用 郵便料の額 

電磁的記録 

区分 金額 



 

１ 日本産業規格Ａ列３番以内の用

紙に白黒出力 

１枚 １０円 

２ 日本産業規格Ａ列３番以内の用

紙にカラー出力 

１枚 ５０円 

３ 業務委託により外部に複写等を

委託するもの 

実費相当額 

４ 録音テープ、ビデオテープ等の複

製 

実費相当額 

５ 日本産業規格Ａ列３番以内の大

きさの用紙に出力したものの内容

を情報として記録した光ディスク

（４.７ギガバイト以下のもの） 

次に掲げる額を合算した額 

(1) 電磁的記録を出力した当該用

紙に１枚につき１及び２に定め

る出力の区分に応じて定める金

額を乗じて得た額 

(2) 光 デ ィ ス ク １ 枚 に つ き 

１００円 

６ 日本産業規格Ａ列３番以内の大

きさの用紙に出力したものの内容

を情報として記録した光ディスク

（４.７ギガバイトを超えるのも

の） 

次に掲げる額を合算した額 

(1) 電磁的記録を出力した当該用

紙に１枚につき１及び２に定め

る出力の区分に応じて定める金

額を乗じて得た額 

(2) 光ディスク１枚につき実費相

当額  

７ その他複写等に係るもの 実費相当額 

８ 写し等の送付に要する費用 郵便料の額 

別表第２（第５条関係） 

区分 様式名 根拠規定 

１ 個人情報ファイル簿（第１号様式） 法第７５条 

２ 保有個人情報開示請求書（第２号様式） 法第７７条第１項 

３ 保有個人情報開示決定通知書（第３号様式） 法第８２条第１項 

４ 保有個人情報の開示の実施方法等申出書（第４号

様式） 

法第８７条第３項 



 

５ 保有個人情報の開示をしない旨の決定通知書（第

５号様式） 

法第８２条第２項 

６ 保有個人情報開示決定等期限延長通知書（第６号

様式） 

法第８３条第２項 

７ 保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書（第

７号様式） 

法第８４条 

８ 他の実施機関への開示請求事案移送書（第８号様

式） 

法第８５条第１項 

９ 開示請求者への開示請求事案移送通知書（第９号

様式） 

法第８５条第１項 

１０ 第三者意見照会書（法第８６条第１項適用）（第１

０号様式） 

法第８６条第１項 

１１ 第三者意見照会書（法第８６条第２項適用）（第１

１号様式） 

法第８６条第２項 

１２ 保有個人情報の開示決定等に関する意見書（第１

２号様式） 

法第８６条 

１３ 開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者への

通知書（第１３号様式） 

法第８６条第３項 

１４ 保有個人情報訂正請求書（第１４号様式） 法第９１条第１項 

１５ 保有個人情報訂正決定通知書（第１５号様式） 法第９３条第１項 

１６ 保有個人情報の訂正をしない旨の決定通知書（第

１６号様式） 

法第９３条第２項 

１７ 保有個人情報訂正決定等期限延長通知書（第１７

号様式） 

法第９４条第２項 

１８ 保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書（第

１８号様式） 

法第９５条 

１９ 他の実施機関への訂正請求事案移送書（第１９号

様式） 

法第９６条第１項 

２０ 訂正請求者への訂正請求事案移送通知書（第２０

号様式） 

法第９６条第１項 

２１ 保有個人情報提供先への訂正決定通知書（第２１ 法第９７条 



 

号様式） 

２２ 保有個人情報利用停止請求書（第２２号様式） 法第９９条第１項 

２３ 保有個人情報利用停止決定通知書（第２３号様式） 法第１０１条第１

項 

２４ 保有個人情報の利用停止をしない旨の決定通知書

（第２４号様式） 

法第１０１条第２

項 

２５ 保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書（第

２５号様式） 

法第１０２条第２

項 

２６ 保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

（第２６号様式） 

法第１０３条 

２７ 委任状（開示請求用）（第２７号様式） 令第２２条第３項 

２８ 委任状（訂正請求用）（第２８号様式） 令第２９条におい

て準用する令第２

２条第３項 

２９ 委任状（利用停止請求用）（第２９号様式） 令第２９条におい

て準用する令第２

２条第３項 

３０ 諮問書（開示決定等）（第３０号様式） 法第１０５条第３

項の規定により読

み替えて準用する

同条第１項 

３１ 諮問書（訂正決定等）（第３１号様式） 法第１０５条第３

項の規定により読

み替えて準用する

同条第１項 

３２ 諮問書（利用停止決定等）（第３２号様式） 法第１０５条第３

項の規定により読

み替えて準用する

同条第１項 

３３ 諮問書（開示請求・訂正請求・利用停止請求に係

る不作為）（第３３号様式） 

法第１０５条第３

項の規定により読



 

み替えて準用する

同条第１項 

３４ 諮問をした旨の通知書（審査請求人等）（第３４

号様式） 

法第１０５条第３

項の規定により読

み替えて準用する

同条第２項 

 

 

 


